
 四日市市職員の旅費に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和７年３月３１日 

四日市市長  森  智 広     

 

四日市市規則第５４号 

   四日市市職員の旅費に関する条例施行規則の一部を改正する規則  

四日市市職員の旅費に関する条例施行規則（昭和３８年四日市市規則第１１号）の

一部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この規則は、四日市市職員の旅

費に関する条例（昭和３８年四日市市条

例第５号。以下「条例」という。）第２

４条の規定に基づき、条例の施行に関し

必要な事項を定めるものとする。 

第１条 この規則は、四日市市職員の旅

費に関する条例（昭和３８年四日市市条

例第５号。以下「条例」という。）第２

３条の規定に基づき、条例の施行に関し

必要な事項を定めるものとする。 

  

（条例第２条第６号に規定する規則で

定める者等） 

第２条 条例第２条第６号に規定する旅

行業者（旅行業法（昭和２７年法律第２

３９号）第６条の４第１項に規定する旅

行業者をいう。）その他規則で定める者

は、次の各号のいずれかに該当する者と

する。 

(1) 旅行業法第６条の４第１項に規定

する旅行業者 

(2) 鉄道事業法（昭和６１年法律第９２

号）第１３条第１項に規定する鉄道運

送事業者及び軌道法（大正１０年法律

第７６号）第４条に規定する軌道経営

 



者 

(3) 海上運送法（昭和２４年法律第１８

７号）第２３条の３第２項に規定する

船舶運航事業者 

(4) 航空法（昭和２７年法律第２３１

号）第２条第１８項に規定する航空運

送事業を経営する者 

(5) 道路運送法（昭和２６年法律第１８

３号）第９条第７項第３号に規定する

一般旅客自動車運送事業者 

(6) 旅館業法（昭和２３年法律第１３８

号）第２条第１項に規定する旅館業を

営む者 

(7) 貨物自動車運送事業法（平成元年法

律第８３号）第７条第１項に規定する

一般貨物自動車運送事業者及び貨物

利用運送事業法（平成元年法律第８２

号）第５５条第１項に規定する貨物利

用運送事業者 

(8) 外国における前各号に掲げる者に

相当するもの 

(9) 割賦販売法（昭和３６年法律第１５

９号）第３１条に規定する登録包括信

用購入あっせん業者（市との契約によ

りカード等（同法第２条第３項第１号

に規定するカード等をいう。次項にお

いて同じ。）を前各号に掲げる者が提

供する役務その他の旅行に係る役務

の対価の支払のみのために旅行者に

提供する場合に限る。） 

２ 条例第２条第６号に規定する役務そ

の他規則で定めるものは、役務及びカー



ド等とする。 

  

（旅行取消し等の場合における旅費） （旅行取消し等の場合における旅費） 

第３条 条例第３条第６項の規定により

支給する旅費の額は、鉄道賃、船賃、航

空賃若しくはその他の交通費として、又

は宿泊施設の利用を予約するため既に

支払った金額で、所要の払戻手続をした

にもかかわらず払戻しを受けることの

できなかった額とする。ただし、その額

は、職員が当該旅行について条例の規定

により支給を受けることができた鉄道

賃、船賃、航空賃、その他の交通費又は

宿泊費の額をそれぞれ超えることがで

きない。 

第２条 条例第３条第６項の規定により

支給する旅費の額は、鉄道賃、船賃、航

空賃若しくは車賃として、又は宿泊施設

の利用を予約するため既に支払った金

額で、所要の払戻手続をしたにもかかわ

らず払戻しを受けることのできなかっ

た額とする。ただし、その額は、職員が

当該旅行について条例の規定により支

給を受けることができた鉄道賃、船賃、

航空賃、車賃又は宿泊料の額をそれぞれ

超えることができない。 

  

（旅費喪失の場合における旅費） （旅費喪失の場合における旅費） 

第４条 （略） 第３条 （略） 

  

（旅行命令簿） （旅行命令簿） 

第５条 旅行命令権者が条例第４条の規

定により旅行命令を発し、又はこれを変

更する場合は、別に定める旅行命令簿に

当該旅行に関し必要な事項を記載し、こ

れを当該旅行者に提示しなければなら

ない。ただし、提示するいとまがない場

合には口頭により旅行命令を発し、又は

これを変更することができる。 

第４条 旅行命令権者が条例第４条の規

定により旅行命令を発し、又はこれを変

更する場合は、旅行命令簿（第１号様式

及び第２号様式）に当該旅行に関し必要

な事項を記載し、これを当該旅行者に提

示しなければならない。ただし、提示す

るいとまがない場合には口頭により旅

行命令を発し、又はこれを変更すること

ができる。 

２ （略） ２ （略） 

  

 （路程の計算） 



第５条 旅費の計算上必要な路程の計算

は、次の各号に従い当該各号に掲げるも

のにより行うものとする。 

(1) 鉄道 鉄道事業法（昭和６１年法律

第９２号）第１３条に規定する鉄道運

送事業者の調べに係る鉄道旅客貨物

運賃算出表に掲げる路程 

(2) 水路 海上保安庁の調べに係る距

離表に掲げる路程 

(3) 陸路 市長その他当該路程の計算

について信頼するに足る者により証

明された路程 

２ 前項第３号の規定により陸路の路程

を計算する場合には、その証明の基準と

なる点で、当該旅行の出発箇所又は目的

箇所に最も近いものを起点とする。 

３ 陸路と鉄道、水路又は航空路とにわ

たる旅行について陸路の路程を計算す

る場合には、前項の規定にかかわらず鉄

道駅、波止場又は飛行場をも起点とする

ことができる。 

４ 前３項の規定により路程を計算しが

たい場合の路程の計算については市長

が定める。 

  

（請求書に添付の必要な書類） 

第６条 条例第８条第１項に規定する請

求書に添付の必要な書類は、別に定め

る。 

 

第６条 削除 

  

（電磁的方法） 

 

（日額旅費の額、支給条件及び支給方

法） 



第７条 条例第８条第５項に規定する規

則で定めるものは、市長が定める方法と

する。 

第７条 条例第６条第１項に掲げる旅費

に代え支給する日額旅費の額、支給条件

及び支給方法は、別表第１のとおりとす

る。 

  

（鉄道賃） 

第８条 条例第９条に規定する規則で定

める費用の額は、次に掲げる費用（第２

号から第５号までに掲げる費用は、第１

号に掲げる運賃に加えて別に支払うも

のであって、公務のため特に必要とする

ものに限る。）の額とする。 

(1) 運賃 

 

(2) 急行料金 

 

 

 

(3) 寝台料金 

(4) 座席指定料金 

(5) 前各号に掲げる費用に付随する費

用 

２ 前項第１号に掲げる運賃の額の上限

は、運賃の等級が区分された鉄道により

移動するときは、最下級の運賃の額とす

る。 

（市内旅行の旅費） 

第８条 市内における旅行の旅費の支給

については、次の各号に定めるところに

よる。 

 

 

 

(1) 鉄道賃及び車賃は、当該運賃の実費

を支給する。 

(2) 宿泊料は、公務上の必要又は天災そ

の他やむを得ない事由による場合に

限り、条例別表第１に定める宿泊料定

額の範囲内で実費を支給する。 

 

 

 

 

２ 前項各号に規定するもの以外に、市内

における旅行の実費は支給しない。 

  

 （公用車等を利用した場合の旅費） 

第８条の２ 公用車を利用して旅行した

ときは、車賃を支給しない。 

２ 任命権者が特に必要があると認めた

職員が、公務上の必要により自己の所有



し、又はリース契約により使用可能な自

動車又は原動機付自転車を利用して旅

行したときは、前条の規定にかかわら

ず、１キロメートルに付き条例別表第１

に定める車賃の定額を支給する。ただ

し、同乗者については、この限りでない。 

  

（船賃） 

第９条 条例第１０条に規定する規則で

定める費用の額は、次に掲げる費用（第

２号から第４号までに掲げる費用は、第

１号に掲げる運賃に加えて別に支払う

ものであって、公務のため特に必要とす

るものに限る。）の額とする。 

（日当の調整） 

第９条 条例第１６条第２項の規定に基

づく日当の額は、次のとおりとする。 

(1) 運賃  区分 職級 日当の額  

(2) 寝台料金 

(3) 座席指定料金 

 鉄道及び陸路

５０キロメー

トル以上１０

０キロメート

ル未満（車賃の

支給を受ける

旅行にあって

は１３キロメ

ートル以上２

５キロメート

ル未満）水路２

５キロメート

ル以上５０キ

ロメートル未

満の旅行 

９、８、７

級 

１，３００円  

(4) 前３号に掲げる費用に付随する費

 用 

 ６、５、４、

３、２、１

級 

１，２００円  

  



２ 前項第１号に掲げる運賃の額の上限

は、運賃の等級が区分された船舶により

移動するときは、最下級の運賃の額とす

る。 

２ 条例第１６条第２項の規則で定める

旅行は、鉄道及び陸路５０キロメートル

以上（車賃の支給を受ける旅行にあって

は１３キロメートル以上）水路２５キロ

メートル以上の旅行とする。 

 ３ 鉄道及び陸路５０キロメートル未満

（車賃の支給を受ける旅行にあっては

１３キロメートル未満）水路２５キロメ

ートル未満の旅行については、日当は支

給しない。ただし、公務上の必要又は天

災その他やむを得ない事情による宿泊

を伴う鉄道及び陸路５０キロメートル

未満（車賃の支給を受ける旅行にあって

は１３キロメートル未満）水路２５キロ

メートル未満の旅行については、日当の

定額の２分の１に相当する額を支給す

る。 

  

（航空賃） 

第１０条 条例第１１条に規定する規則

で定める費用の額は、次に掲げる費用

（第２号及び第３号に掲げる費用は、第

１号に掲げる運賃に加えて別に支払う

ものであって、公務のため特に必要とす

るものに限る。）の額とする。 

(1) 運賃 

(2) 座席指定料金 

(3) 前２号に掲げる費用に付随する費

用 

（旅費の計算） 

第１０条 近畿日本鉄道線（以下「近鉄

線」という。）を利用できる各地への旅

行は、任命権者が特別に認めた場合を除

き第５条の規定にかかわらず近鉄線に

より旅費を計算する。 

 

 

 

 

 

２ 旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道

株式会社に関する法律（昭和６１年法律

第８８号）第１条に規定する旅客会社及



び日本貨物鉄道株式会社に関する法律

の一部を改正する法律（平成１３年法律

第６１号）附則第２条第１項に規定する

新会社の営業する鉄道を利用する旅行

で次の各号のいずれかに該当する場合

には、当該各号に掲げる経由により旅費

を計算することができる。 

(1) 姫路駅以遠へ山陽新幹線を利用し

て旅行する場合 名古屋経由 

(2) 八王子駅以西を除く中央線沿線へ

東海道新幹線を利用して旅行する場

合 東京経由 

(3) 大船駅以遠の神奈川県内へ東海道

新幹線を利用して旅行する場合 新

横浜経由 

(4) 上越新幹線を利用して旅行する場

合 東京経由 

(5) 佐久平以遠へ長野新幹線を利用し

て旅行する場合 長野経由 

  

（その他の交通費） 

第１１条 条例第１２条に規定する規則

で定める交通手段は、次に掲げるものと

する。 

(1) 道路運送法（昭和２６年法律第１８

３号）第３条第１号イに掲げる一般乗

合旅客自動車運送事業（路線を定めて

定期に運行する自動車により乗合旅

客の運送を行うものに限る。）の用に

供する自動車 

(2) 道路運送法第３条第１号ハに掲げ

る一般乗用旅客自動車運送事業の用

（急行料金） 

第１１条 条例第１２条第２項に規定す

る急行料金の支給については、次の各号

に定める基準による。 

(1) 急行料金は、一の急行券の有効区間

ごとに計算する。 

 

 

 

 

(2) 特別急行列車を運行する線路によ

る旅行で、片道５０キロメートル以上



に供する自動車その他の旅客を運送

する交通手段（前号に規定する自動車

を除く。） 

(3) 道路運送法第８０条第１項の許可

を受けて業として有償で貸し渡す自

家用自動車 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が

交通手段として認めたもの 

２ 条例第１２条に規定する規則で定め

る費用の額は、次に掲げる費用（第２号

及び第３号に掲げる費用は、公務のため

特に必要とするものに限る。）の額とす

る。 

(1) 前項第１号及び第２号に掲げる交

通手段を利用する移動に要する運賃 

(2) 前号に掲げる運賃以外の費用であ

って、前項第３号に掲げる交通手段に

係る賃料その他の移動に直接要する

費用 

(3) 前項第４号に規定する市長が認め

た交通手段に係る費用の額として、移

動した距離に１キロメートル当たり

３７円を限度とする額を乗じて得た

額 

(4) 第１号及び第２号に掲げる費用に

付随する費用 

の場合は、特別急行料金を支給する。 

 

 

(3) 普通急行列車を運行する線路によ

る旅行で、片道５０キロメートル以上

の場合は、普通急行料金を支給する。 

  

（宿泊費基準額） 

第１２条 条例第１３条に規定する規則

で定める額は、別表のとおりとする。 

２ 条例第１３条ただし書に規定する規

則で定める場合は、現に支払った費用の

 



額が別表に定める宿泊費基準額の額を

超える場合であって、旅行命令権者が次

の各号のいずれかに該当すると認める

ときとする。 

(1) 公務の円滑な運営上支障のない範

囲及び条件において検索し、その結果

から最も安価な宿泊施設を選択する

とき。 

(2) その他公務の遂行のため特に必要

があると認められるものとして市長

が定めるとき。 

  

（宿泊手当） 

第１３条 条例第１５条に規定する規則

で定める１夜当たりの定額は、２，４０

０円とする。 

２ 宿泊手当の額は、条例及びこの規則

の規定により支給される宿泊費又は包

括宿泊費について次の各号に掲げる場

合に該当するときは、前項の規定にかか

わらず、当該各号に掲げる額とする。 

(1) 朝食又は夕食に係る費用のいずれ

かに相当するものが含まれる場合 

前項で定める定額の３分の２の額 

(2) 朝食及び夕食に係る費用に相当す

るものが含まれる場合 前項で定め

る定額の３分の１の額 

３ 移動中に宿泊する場合の宿泊手当の

額は、条例及びこの規則の規定により支

給される鉄道賃、船賃、航空賃又はその

他の交通費に食費に相当するものが含

まれる場合は、前項の例による。 

 



４ 旅行者が、旅行中自宅（住所又は居

所若しくはこれに相当する場所をい

う。）に宿泊する場合は、前３項の規定

にかかわらず、宿泊手当は、支給しない。 

  

（転居費の算定方法等） 

第１４条 条例第１６条に規定する規則

で定める方法は、次に掲げる方法とす

る。 

(1) 運送業者が家財の運送を行う場合

には、複数の運送業者に見積りをさ

せ、かつ、その中から最も経済的なも

のを選択するときに限り、当該運送に

要する額を転居費の額とする方法 

(2) 旅行役務提供者が家財の運送を行

う場合には、前号の規定にかかわら

ず、当該運送に要する額を転居費の額

とする方法 

(3) 旅行者が宅配便又は自家用自動車

若しくは道路運送法（昭和２６年法律

第１８３号）第８０条第１項の許可を

受けて業として有償で貸し渡す自家

用自動車その他これらに類するもの

を利用して家財の運送を行う場合に

は、当該運送に要する額を転居費の額

とする方法。ただし、当該運送に要す

る額が運送業者に依頼したものとし

て第１号の規定により算定した額を

超えるときは、当該額とする。 

２ 前項の算定に当たっては、条例及び

この規則の規定により他の種目として

支給を受ける費用その他の市費による

 



支給が適当でない費用として市長が定

めるものを除くものとする。 

３ 職員又は家族が他から赴任に係る旅

費の支給又はこれに相当する金額の支

払を受ける場合には、前２項の規定によ

り算定した転居費の額から当該支給又

は当該支払を受ける金額を差し引くこ

ととする。 

  

（旅費の調整） （旅費の調整） 

第１５条 条例第２３条の規定に基づ

き、次の各号に該当する場合には、当該

各号に定める基準により旅費の支給を

調整する。 

第１２条 条例第２２条の規定に基づ

き、次の各号に該当する場合には、当該

各号に定める基準により旅費の支給を

調整する。 

 (1) 職員の職務の級がさかのぼって変

更された場合においては、当該職員が

既に行った旅行の旅費額の増減は行

わない。 

 (2) 旅行者が公用の交通機関、宿泊施

設、食堂施設を無料で利用した場合に

は、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃又は

宿泊料を支給しない。 

 (3) 旅行命令権者が市の施設に宿泊す

ることを指定した場合の宿泊料は条

例別表第１の宿泊料定額の範囲内で

実費額を支給する。 

 (4) 鉄道旅行及び水路旅行において、当

該用務の性質又は緩急の度合いによ

り所定の職級に応ずる旅客運賃又は

急行料金、特別車両料金、座席指定料

金、寝台料金若しくは特別船室料金を

支給する必要がないと任命権者が認



めた場合には、その職級に応ずる旅客

運賃又は当該料金を支給しない。 

(1) （略） (5) （略） 

 (6) 陸路旅行において、定期的に一般旅

客営業を行っているバス、軌道、ケー

ブルカー等を利用して旅行を行うの

が通常の経路であるときは、当該旅客

運賃の実費を支給することができる。 

(2) （略） (7) （略） 

２ 前項各号によるほか、任命権者が特

に必要があると認めたときは、別に基準

を定め、条例第２３条第１項の規定によ

る旅費の調整を行うことができる。 

２ 前項各号によるほか、任命権者が特

に必要があると認めたときは、別に基準

を定め、条例第２２条第１項の規定によ

る旅費の調整を行うことができる。 

  

 （甲地方の範囲） 

 第１３条 条例別表第１に規定する規則

で定める地域は、東京特別区、横浜市、

川崎市、京都市、大阪市、神戸市とする。 

 

 

改正後 

別表（第１１条関係） 

 区分 宿泊費基準額（１夜につき）  

 北海道 １３，０００円  

 青森県 １１，０００円  

 岩手県 ９，０００円  

 宮城県 １０，０００円  

 秋田県 １１，０００円  

 山形県 １０，０００円  

 福島県 ８，０００円  

 茨城県 １１，０００円  



 栃木県 １０，０００円  

 群馬県 １０，０００円  

 埼玉県 １９，０００円  

 千葉県 １７，０００円  

 東京都 １９，０００円  

 神奈川県 １６，０００円  

 新潟県 １６，０００円  

 富山県 １１，０００円  

 石川県 ９，０００円  

 福井県 １０，０００円  

 山梨県 １２，０００円  

 長野県 １１，０００円  

 岐阜県 １３，０００円  

 静岡県 ９，０００円  

 愛知県 １１，０００円  

 三重県 ９，０００円  

 滋賀県 １１，０００円  

 京都府 １９，０００円  

 大阪府 １３，０００円  

 兵庫県 １２，０００円  

 奈良県 １１，０００円  

 和歌山県 １１，０００円  

 鳥取県 ８，０００円  

 島根県 ９，０００円  

 岡山県 １０，０００円  

 広島県 １３，０００円  

 山口県 ８，０００円  

 徳島県 １０，０００円  

 香川県 １５，０００円  

 愛媛県 １０，０００円  

 高知県 １１，０００円  



 福岡県 １８，０００円  

 佐賀県 １１，０００円  

 長崎県 １１，０００円  

 熊本県 １４，０００円  

 大分県 １１，０００円  

 宮崎県 １２，０００円  

 鹿児島県 １２，０００円  

 沖縄県 １１，０００円  

 

 

改正前 

別表第１（第１１条関係） 

 支給範囲 支給条件 支給額 支給方法  

 長期間の研

修、講習、

訓練その他

これらに類

する目的の

ため旅行す

る職員 

研修等の期

間が引き続

き５日を超

え宿泊した

とき 

宿泊等の指

定があると

き 

１日につき宿泊料等の

指定額と日当定額の２

分の１の額（研修等の期

間のうち５日までの期

間については日当定額）

の合計額 

当該用務地

に到着した

日から当該

用務地を出

発した日の

前日までの

日数に応じ

て支給する。 

 

 宿泊等の指

定がないと

き 

１日につき６，０００円

（研修等の期間のうち

５日までの期間につい

ては宿泊料定額と日当

定額の合計額）ただし、

研修等の期間のうち５

日を超える期間につい

て、１日の宿泊に要する

実費額が１日につき支

給される日額旅費の５

分の４を超える場合は、

その超えることとなる

 



額に相当する金額を加

給する。 

 研修等の期

間が引き続

き５日を超

え宿泊しな

いとき 

１日につき鉄道賃、車賃の実費額のほ

か、日当定額の２分の１の額（研修等

の期間のうち５日までの期間につい

ては日当定額） 

旅行した日

数に応じて

支給する。 

 

 四日市市東

京事務所に

勤務する職

員 

東京都内に

おける旅行

をしたとき 

所長 １日につき ２，６００

円 

旅行した日

数に応じて

支給する。 

 

 所員 １日につき ２，４００

円 

 

 この表における日当定額は、距離等により額の調整があった場合にはその額とす

る。 

 

 第１号様式及び第２号様式を削る。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和７年４月１日から施行する。  

 （経過措置） 

２ この規則による改正後の四日市市職員の旅費に関する条例の規定は、この規則の

施行の日以後に出発する旅行から適用し、同日前に出発する旅行については、なお

従前の例による 

（総務部人事課） 


